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総
務
省
は
こ
の
ほ
ど
、
平
成
１７

年
国
勢
調
査
の
速
報
値
を
公
表
し

た
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
１７
年
１０
月

１
日
現
在
の
日
本
の
総
人
口
は
１

億
２
７
７
６
万
人
。
前
回
の
調
査

（
平
成
１２
年
）
と
比
べ
８３
万
人
増

え
た
が
、
増
加
率
は
０
・
７
％
で

戦
後
最
低
を
更
新
し
た
。
１６
年
１０

月
１
日
現
在
の
推
計
人
口
（
遡
及

補
正
後
）
と
比
べ
る
と
２
万
人
の

減
少
。
総
人
口
が
前
年
を
下
回
っ

た
の
は
戦
後
初
め
て
。

市
の
状
況
を
見
る
と
、
全
国
７

５
１
市
の
う
ち
、
人
口
が
増
加
し

た
の
は
３
０
７
市
（
全
市
の
４０
・

９
％
）
で
、
減
少
し
た
の
は
４
４

４
市
（
同
５９
・
１

％
）
。
市
町
村
合

併
に
よ
り
市
数
が

７９
増
え
た
こ
と
な

ど
で
、
市
の
人
口

は
１
０
３
９
万
人
増
の
１
億
１
０

２
５
万
人
と
な
っ
た
。
こ
れ
に
よ

り
、
総
人
口
に
占
め
る
市
の
人
口

割
合
は
７
・
６
ポ
イ

ン
ト

増
の
８６
・
３
％

と
な
っ
た
。
人
口
階
級
別
で
は
、

「
１
０
０
万
以
上
」
の
市
の
人
口

が
２１
・
８
％
を
占
め
て
い
る
。
次

い
で
「
１０
〜
２０
万
」
の
市
の
１５
・

２
％
�
上
表
参
照
。

人
口
増
減
率
で
は
、
増
加
率
が

最
も
高
い
の
は
浦
安
市
の
１６
・
８

％
。
次
い
で
、
日
進
市
の
１２
・
０

％
、
香
芝
市
の
１１
・
８
％
な
ど
。

一
方
、
減
少
率
が
高
い
の
は
、
歌

志
内
、
夕
張
、
三
笠
の
３
市
の
１２

・
１
％
、
室
戸
市
の
１０
・
２
％
、

芦
別
市
の
１０
・
１
％
な
ど
。

２
月
１
日

�
市
誕
生
、�
市
編
入

２
月
１
日
、
市
町
村
合
併
で
北

海
道
「
北
斗
市
」
、
石
川
県
「
輪

島
市
」
が
誕
生
し
た
ほ
か
、
福
井

県
福
井
市
、
愛
知
県
豊
川
市
で
編

入
合
併
が
あ
っ
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
全
国
の
市
数
は

７
８
５
市
と
な
っ
た
。

（
新
市
の
概
要
は
４
面
に
掲
載
）

本
会
の
国
松
誠
会
長
ら
地
方
六

団
体
代
表
は
１
月
１８
日
、
地
方
財

政
に
関
す
る
総
務
大
臣
と
の
会
合

に
出
席
し
、
平
成
１８
年
度
地
方
財

政
対
策
の
結
果
や
、
今
後
の
地
方

分
権
改
革
の
進
め
方
な
ど
に
つ
い

て
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

竹
中
平
蔵
・
総
務
大
臣
は
１８
年

度
地
財
対
策
に
関
し
、
「
安
定
的

な
地
方
財
政
運
営
に
必
要
な
一
般

財
源
総
額
を
確
保
で
き
た
」
と
報

告
す
る
と
と
も
に
、
地
方
が
さ
ら

な
る
行
政
改
革
に
取
り
組
む
必
要

性
を
強
調
し
た
。
ま
た
、
「
今
後

も
中
長
期
的
観
点
か
ら
、
国
と
地

方
の
あ
り
方
に
つ
い
て
意
見
交
換

し
て
い
き
た
い
」
と
述
べ
た
。

地
方
六
団
体
か
ら
は
、
今
後
の

分
権
改
革
の
進
め
方
と
し
て
、
▽

地
方
税
源
の
拡
充
強
化
▽
地
方
六

団
体
の
参
画
に
よ
る
国
の
「
中
期

地
方
財
政
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
早
期
策

定
▽
国
と
地
方
の
二
重
行
政
の
整

理
等
行
財
政
改
革
の
推
進
―
―
な

ど
を
要
望
し
た
。

ま
た
会
合
で
は
、
同
省
の
瀧
野

自
治
財
政
局
長
お
よ
び
小
室
自
治

税
務
局
長
か
ら
、
今
通
常
国
会
に

提
出
予
定
の
「
地
方
交
付
税
法
等

の
一
部
改
正
法
案
」
「
地
方
税
法

等
の
一
部
改
正
法
案
」
に
つ
い
て

説
明
が
あ
っ
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1606号２月５日平成18年
（2006年）

人口階級別の市数及び人口（平成７年～１７年）
人口割合（％）

１７年

２１．８

７．７

１３．５

７．６

１５．２

１３．６

５．６

１．２

８６．３

＊上段：市の数、下段：市の人口。東京都特別区部は１市として計算

１２年

２１．２

５．４

１３．２

８．０

１３．０

１１．９

４．７

１．４

７８．７

７年

２０．１

５．７

１３．３

８．１

１２．４

１２．２

４．９

１．３

７８．１

市数・人口（千人）＊
１７年
１２

（２７，８７０）
１４

（９，７７５）
４５

（１７，２９７）
４０

（ ９，７５８）
１４１

（１９，３８４）
２４９

（１７，３７８）
１８２

（ ７，２０７）
６８

（ １，５８５）
７５１

（１１０，２５４）

１２年
１２

（２６，８５２）
１１

（６，８１０）
４３

（１６，７２８）
４１

（１０，１３１）
１２２

（１６，４８７）
２１７

（１５，１０８）
１５２

（６，００４）
７４

（１，７４６）
６７２

（９９，８６５）

平成７年
１１

（２５，２９０）
１１

（７，１３７）
４３

（１６，６７３）
４１

（１０，１３９）
１１５

（１５，６１０）
２２０

（１５，３６７）
１５６

（６，１５０）
６８

（１，６４３）
６６５

（９８，００９）

人口階級

１００万以上

５０～１００万

３０～５０万

２０～３０万

１０～２０万

５～１０万

３～５万

３万未満

全市合計

２月５日現在の市数
７８５市

うち
指定都市 １４市
中核市 ３７市
特例市 ３９市
一般市 ６７２市
特別区 ２３区

今今
後後
のの
分分
権権
改改
革革
でで
意意
見見
交交
換換

六団体

地
方
財
政
に
関
し
総
務
相
と
会
合

市
の
人
口
割
合

総務省速報

平
成
１７
年

国
勢
調
査

総総
人人
口口
のの
８８６６
％％
にに

大竹 邦実

総
務
大
臣
と
の
会
合
の
も
よ
う

（１） 平成１８年２月５日 第１６０６号
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本
会
の
社
会
文
教
委
員
会
（
委

員
長
�
馬
殿
敏
男
・
宝
塚
市
議
会

議
長
）
は
１
月
１８
日
、
厚
生
労
働

省
な
ど
関
係
方
面
へ
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
円
滑
な
運
営
を
求
め

る
緊
急
要
望
を
行
っ
た
。

わ
が
国
の
医
療
保
険
制
度
は
、

急
速
な
高
齢
化
の
進
展
に
伴
う
老

人
医
療
費
の
増
大
な
ど
危
機
的
財

政
状
況
に
あ
る
。
政
府
は
１５
年
３

月
に
新
た
な
高
齢
者
医
療
制
度
の

創
設
な
ど
医
療
制
度
改
革
の
方
向

を
示
し
た
基
本
方
針
を
策
定
。
健

康
保
険
法
等
の
一
部
改
正
な
ど
関

連
法
案
の
１８
年
通
常
国
会
提
出
を

目
途
に
審
議
を
進
め
て
き
た
。

こ
の
中
、昨
年
１２
月
１
日
、政
府

・
与
党
医
療
改
革
協
議
会
が
「
医

療
制
度
改
革
大
綱
」
を
決
定
。

同
大
綱
で
は
、
新
た
な
高
齢
者

医
療
制
度
の
創
設
に
つ
い
て
、
▽

平
成
２０
年
度
に
７５
歳
以
上
の
後
期

高
齢
者
の
独
立
し
た
医
療
制
度
を

創
設
▽
市
町
村
が
保
険
料
を
徴

収
、
財
政
運
営
は
都
道
府
県
単
位

で
全
市
町
村
が
加
入
す
る
広
域
連

合
が
行
う
―
―
と
さ
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
今
後
、
市
町
村
に
も
大

き
な
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
懸
念

さ
れ
て
い
る
。

こ
の
た
め
要
望
は
、
持
続
可
能

な
医
療
保
険
制
度
体
系
の
確
立

や
、
医
療
に
対
す
る
国
民
の
安
心

・
信
頼
の
確
保
の
た
め
、
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
の
円
滑
な
運
営
が

不
可
欠
で
あ
る
と
し
て
、
�
国
お

よ
び
都
道
府
県
の
財
政
責
任
を
明

確
化
�
広
域
連
合
の
設
立
時
に
都

道
府
県
が
主
体
的
役
割
を
担
う
こ

と
�
広
域
連
合
を
構
成
す
る
市
町

村
議
会
の
意
見
等
が
運
営
に
反
映

さ
れ
る
仕
組
み
作
り
―
―
な
ど
の

事
項
を
関
連
法
案
へ
明
記
す
る
よ

う
求
め
て
い
る
。

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
藤
田
正
一
・
舞
鶴
市

議
会
議
長
）
は
１
月
１７
日
、
東
京

・
日
本
都
市
セ
ン
タ
ー
会
館
で
正

副
会
長
・
監
事
・
相
談
役
会
を
開

き
、
１８
年
度
の
運
動
方
針
案
や
予

算
案
等
を
了
承
し
た
。

運
動
方
針
案
は
、
▽
基
地
交
付

金
・
調
整
交
付
金
の
増
額
確
保
と

対
象
資
産
の
範
囲
拡
大
▽
基
地
周

辺
対
策
経
費
の
所
要
額
確
保
と
基

地
周
辺
整
備
諸
事
業
の
充
実
▽
基

地
所
在
に
起
因
す
る
事
故
防
止
等

基
地
周
辺
安
全
対
策
の
徹
底
―
―

な
ど
を
目
標
に
、
関
係
方
面
に
対

し
強
力
に
要
望
を
行
う
と
し
た
。

同
案
は
、
予
算
案
と
と
も
に
２

月
７
日
開
催
の
総
会
で
正
式
決
定

さ
れ
る
。

当
日
は
、
総
務
省
の
伊
藤
誠
・

固
定
資
産
税
課
長
補
佐
が
「
１８
年

度
基
地
交
付
金
及
び
調
整
交
付
金

の
予
算
」
に
つ
い
て
、
防
衛
施
設

庁
の
山
根
昇
・
施
設
調
査
官
が「
１８

年
度
基
地
周
辺
対
策
関
係
予
算
」

に
つ
い
て
説
明
し
た
。

全
国
高
速
自
動
車
道
市
議
会
協

議
会
（
会
長
�
阿
部
喜
之
助
・
山

形
市
議
会
議
長
）
は
１
月
３０
日
、

東
京
・
全
国
都
市
会
館
で
正
副
会

長
・
監
事
・
相
談
役
会
議
を
開
い

た
。
１８
年
度
の
運
動
方
針
案
や
予

算
案
等
を
了
承
す
る
と
と
も
に
、

２
月
１５
日
開
催
の
総
会
へ
提
出
す

る
決
議
案
を
ま
と
め
た
。

現
在
、
高
速
自
動
車
国
道
の
建

設
に
つ
い
て
は
、
昨
年
１０
月
道
路

公
団
民
営
化
に
よ
り
発
足
し
た
新

会
社
に
よ
る
も
の
と
、
国
と
地
方

の
負
担
で
の
新
直
轄
方
式
に
よ
り

進
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
全

国
的
に
高
速
道
路
の
整
備
が
遅
れ

て
お
り
、
地
域
経
済
の
活
性
化
や

災
害
時
の
救
援
等
に
必
要
な
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
効
果
が
十
分
発
揮
で
き

て
い
な
い
。

こ
の
た
め
決
議
案
に
は
、
高
速

道
路
の
さ
ら
な
る
整
備
の
促
進
と
、

道
路
利
用
促
進
対
策
が
重
要
で
あ

る
と
し
て
、
▽
高
規
格
幹
線
道
路

１
万
４
千
�
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

早
期
実
現
▽
道
路
特
定
財
源
の
確

保
及
び
道
路
整
備
費
へ
の
全
額
充

当
▽
収
益
に
配
慮
し
つ
つ
利
用
促

進
に
向
け
た
料
金
引
き
下
げ
▽
高

度
道
路
交
通
シ
ス
テ
ム
の
促
進
▽

消
防
救
急
業
務
に
対
す
る
支
援
の

充
実
―
―
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
。

昨
年
１２
月
か
ら
の
寒
波
に
伴
う

豪
雪
の
た
め
、
各
地
で
除
雪
中
の

事
故
や
家
屋
の
倒
壊
、
交
通
の
途

絶
な
ど
の
被
害
が
出
て
お
り
、
住

民
生
活
や
経
済
活
動
に
多
大
な
影

響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
本
会
な
ど
地
方
六

団
体
は
１
月
１７
日
、
孤
立
集
落
の

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
確
保
や
地
方
自
治

体
の
除
雪
費
へ
の
財
政
支
援
等
を

求
め
る
緊
急
提
言
�
別
掲
�
を
ま

と
め
、
国
土
交
通
省
や
総
務
省
な

ど
関
係
方
面
に
提
出
し
た
。

豪雪災害に関する緊急提言

昨年１２月からの寒波に伴う大雪は、日本海側をはじめとして
断続的に降り続き、一部地域では、既に過去最大の積雪量を観
測するなど、各地で記録的な豪雪となっている。
この豪雪により、全国各地において、除雪中の事故や家屋等

の倒壊などの人的・物的被害、幹線道路の通行止めや列車の運
休による交通の途絶、電力・水道の供給停止などが発生し、住
民生活や経済活動に多大な影響が生じており、また、今後の本
格的な降雪期や融雪期を迎えるに当たり、被害の一層の拡大が
憂慮されている。
これらに対処するため、当該地方公共団体においては、雪害

対策本部を設置し、国などと連携をとりながら、住民の日常生
活の確保、災害の防止・復旧などに全力を傾注しているところ
であるが、逼迫している地方財政事情の中で、今般の豪雪対策
に係る経費は膨大な金額にのぼり、地方公共団体自らの努力に
加え、国による迅速かつ強力な支援が不可欠である。
よって、国においては、孤立集落のライフラインを確保する

とともに、下記事項の早期実現を図るよう提言する。

記
１．除雪費の増嵩による地方公共団体の財政負担の急増に対処
するため、除雪費に対する財政措置の充実を図ること。
また、市町村道除雪費に対する支援の特例措置を適用すると

ともに、高齢者世帯等の除雪に対する支援策を講じること。

２．農林水産物や農業用施設に対する被害について、復旧等に
係る特別の支援措置を講じるとともに、中小企業や農林水産業
に対する各種融資制度の拡充等を図ること。

平成１８年１月１７日
地方六団体

運
動
方
針
案
を
了
承

基
地
協
が
役
員
会

総
会
決
議
案
ま
と
め
る

高
速
協
が
役
員
会

豪
雪
災
害
で
緊
急
提
言

地
方
六
団
体

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で

社
文
委
が
緊
急
要
望

阿部高速協会長
（山形市）

藤田基地協会長
（舞鶴市）

第１６０６号 平成１８年２月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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１
日
目
は
ま
ず
、
本
会
の
大
竹

邦
実
・
事
務
総
長
が
開
会
あ
い
さ

つ
。
今
国
会
に
提
出
予
定
の
地
方

自
治
法
改
正
案
に
つ
い
て
、
「
議

会
に
関
す
る
大
き
な
改
正
点
を
含

ん
で
い
る
」
と
し
て
、
「
法
改
正

後
、
各
市
議
会
で
ス
ム
ー
ズ
に
実

施
で
き
る
よ
う
情
報
提
供
に
努
め

て
い
き
た
い
」
と
述
べ
た
。

最
初
に
、
総
務
省
の
荒
木
慶
司

・
総
括
審
議
官
が
「
地
方
行
財
政

の
当
面
の
諸
課
題
」
に
つ
い
て
講

演
。
第
１
次
分
権
改
革
の
成
果
と

し
て
、
機
関
委
任
事
務
の
廃
止
、

権
限
移
譲
や
市
町
村
合

併
の
進
展
等
を
挙
げ
た

上
で
、
補
助
金
配
分
な

ど
分
権
改
革
で
残
さ
れ

た
課
題
に
つ
い
て
説
明

し
た
。
ま
た
、
昨
年
１２

月
の
第
２８
次
地
方
制
度

調
査
会
の
答
申
に
つ
い

て
解
説
し
た
ほ
か
、
市

町
村
合
併
に
よ
る
地
方

財
政
の
効
率
化
等
に
つ

い
て
説
明
し
た
。

続
い
て
、
前
松
山
市

議
会
議
長
の
池
本
俊
英

議
員
が
「
議
員
と
し
て

議
会
事
務
局
職
員
に
望
む
こ
と
」

と
題
し
講
演
。
松
山
市
議
会
が
こ

れ
ま
で
取
り
組
ん
で
き
た
議
会
改

革
、
議
会
活
性
化
に
つ
い
て
、
事

例
を
挙
げ
な
が
ら
紹
介
し
た
。
同

市
議
会
で
は
、
１６
年
度
か
ら
法
制

担
当
職
員
を
配
置
す
る
な
ど
議
会

の
体
制
強
化
を
図
っ
て
い
る
。
池

本
氏
は
「
議
会
の
政
策
立
案
機
能

を
強
化
し
、
分
権
時
代
の
主
役
と

し
て
独
自
の
政
策
を
提
言
で
き
る

よ
う
に
す
べ
き
」
と
述
べ
、
専
門

能
力
を
要
す
る
政
策
法
務
事
務
に

つ
い
て
充
実
強
化
す
る
必
要
性
を

強
調
し
た
。

２
日
目
は
、
中
邨
章
・
明
治
大

学
大
学
院
長
が
「
自
治
体
改
革
と

地
方
議
会
」
と
題
し
、
世
界
の
地

方
行
政
、
日
本
の
地
方
行
政
の
特

色
、
地
方
政
治
が
抱
え
る
問
題
点

な
ど
に
つ
い
て
説
明
し
た
。
中
邨

氏
は
、
日
本
の
地
方
行
政
が
行
う

幅
広
い
市
民
サ
ー
ビ
ス
は
「
世
界

に
誇
る
べ
き
も
の
」
と
強
調
。
そ

の
上
で
、
今
後
ま
す
ま
す
多
様
化

す
る
市
民
の
行
政
需
要
と
自
治
体

財
源
の
格
差
へ
の
対
処
方
に
つ
い

て
考
え
を
示
し
た
。

次
に
、
衆
議
院
法
制
局
の
笠
井

真
一
・
第
一
部
第
一
課
長
が
「
条

例
を
つ
く
る
」
と
題
し
講
演
。
同

法
制
局
に
お
け
る
議
員
立
法
の
サ

ポ
ー
ト
体
制
を
紹
介
す
る
と
と
も

に
、
近
年
の
議
員
立
法
の
傾
向
に

つ
い
て
、
国
会
提
出
件
数
や
成
立

率
等
の
デ
ー
タ
に
基
づ
き
説
明
し

た
。
そ
の
ほ
か
、
法
令
を
つ
く
る

こ
と
の
意
義
、
法
制
度
設
計
の
過

程
、
法
令
の
基
本
構
造
な
ど
に
つ

い
て
解
説
し
た
。

「
ブ
レ
イ
ン
フ
ー
ド
」
と
は
、

特
定
の
食
品
の
名
前
で
は
な
く
、

脳
の
機
能
を
高
め
る
栄
養
素
の
こ

と
。
人
体
で
脳
の
占
め
る
割
合
は

さ
ほ
ど
大
き
く
な
い
が
、
ブ
ド
ウ

糖
と
酸
素
の
使
用
量
で
は
、
全
体

の
約
２０
％
を
占
め
る
と
い
う
。

そ
の
た
め
、
脳
内
の
血
流
が
悪

く
な
る
と
た
ち
ま
ち
機
能
に
影
響

が
出
る
。
こ
の
血
流
を
よ
く
す
る

栄
養
素
と
し
て
は
イ
チ
ョ
ウ
葉
エ

キ
ス
が
あ
る
。
こ
の
中
に
含
ま
れ

る
フ
ラ
ボ
ノ
イ
ド
に
は
毛
細
血
管

を
広
げ
る
効
果
が
あ
り
、
酸
素
や

ブ
ド
ウ
糖
を
ス
ム
ー
ズ
に
運
ぶ
た

め
の
大
き
な
助
け
と
な
る
。
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
で
は
認
知
症
の
治
療
薬
と

し
て
も
認
め
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
脳
細
胞
は
神
経
細
胞
に
よ

っ
て
情
報
交
換
を
し
合
い
、
脳
と

し
て
機
能
し
て
い
る
が
、
こ
の
神

経
細
胞
の
細
胞
膜
が
柔
ら
か
い
と

情
報
の
伝
達
が
よ
り
活
発
に
な
る

と
い
う
。
ド
コ
サ
ヘ
キ
サ
エ
ン
酸

（
Ｄ
Ｈ
Ａ
）
は
神
経
細
胞
の
細
胞

膜
を
柔
ら
か
く
す
る
働
き
を
も

つ
。
青
魚
の
脂
肪
や
マ
グ
ロ
の
目

玉
に
多
く
含
ま
れ
て
お
り
、
動
脈

硬
化
や
高
血
圧
も
防
い
で
く
れ
る

よ
う
だ
。

こ
う
し
た
ブ
レ
イ
ン
フ
ー
ド
は

加
齢
に
よ
る
脳
の
働
き
の
低
下
を

抑
え
る
強
い
味
方
に
な
っ
て
く
れ

る
だ
ろ
う
。

各市のニュースを募集

「全国市議会旬報」では、各市の
議会ニュース、市政ニュース等を
募集しています。全国でもめずら
しい条例の制定や各市の先進的な
施策の取り組み事例の資料、写真
などの提供をお待ちしています。

（送付・問い合わせ先）
〒１０２―００９３
東京都千代田区平河町２－４－２
全国市議会議長会調査広報部まで
TEL ０３（３２６２）５２３７
FAX ０３（３２６３）５７５１
E-mail : daihyou@si-gichokai.gr.jp

全
国
市
議
会
議
長
会
は
１
月
２６
、
２７
日
の
両
日
、
東
京
・
日
本
都

市
セ
ン
タ
ー
会
館
で
「
第
５３
回
全
国
市
議
会
事
務
局
職
員
研
修
会
」

を
開
催
し
た
。
全
国
の
市
議
会
事
務
局
か
ら
約
４
５
０
人
が
出
席
す

る
な
か
、
地
方
行
財
政
の
諸
課
題
や
自
治
体
、
地
方
議
会
の
改
革
な

ど
に
つ
い
て
４
人
の
講
師
が
そ
れ
ぞ
れ
講
演
し
た
。

時の話題 ブ
レ
イ
ン
フ
ー
ド

脳
と
神
経
の
健
康
維
持
の
た
め
に

地地
方方
行行
財財
政政
、、議議
会会
改改
革革
なな
どど

講講
演演

本会主催

議
会
事
務
局
職
員
研
修
会
開
く

講演する中邨章・明大大学院長

講演する池本俊英・前松山市議会議長

（３） 平成１８年２月５日 第１６０６号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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新

市

概

要

議

会

人

事

行

事

予

定

◆
常
任
委
員
会

全
国
６
７
３
市
（
１６
年
中
に
合

併
が
あ
っ
た
６２
市
を
除
く
。
以
下

同
じ
）
に
お
け
る
常
任
委
員
会
の

平
均
設
置
数
は
、
１
市
当
た
り
３

・
６
委
員
会
。
４
委
員
会
の
設
置

が
最
多
で
３
１
６
市
（
全
体
の
４６

・
９
％
）
。
次
い
で
３
委
員
会
の

２
９
７
市
（
同
４４
・
１
％
）
。
両

方
で
９
割
を
超
え
て
い
る
。

人
口
段
階
別
に
見
る
と
、
指
定

都
市
が
平
均
５
・
８
委
員
会
で
最

も
多
い
。
最
少
は
５
万
未
満
の
平

均
３
・
１
委
員
会
。

１
常
任
委
員
会
当
た
り
の
年
間

開
催
日
数
の
平
均
は
８
・
２
日
。

行
政
視
察
を
含
め
た
年
間
活
動
日

数
の
平
均
は
１１
・
０
日
。

◆
特
別
委
員
会

特
別
委
員
会
を
設
置
し
た
の
は

６
４
４
市
で
全
体
の
９５
・
６
％
。

１
市
当
た
り
の
平
均
設
置
数
は
３

・
５
委
員
会
。
３
委
員
会
の
設
置

が
最
多
で
１
５
１
市
（
全
体
の
２２

・
４
％
）
。
次
い
で
４
委
員
会
の

１
１
９
市
（
同
１７
・
６
％
）
、
２

委
員
会
の
１
０
６
市
（
同
１５
・
７

％
）
、
５
委
員
会
の
９８
市
（
同
１４

・
５
％
）
の
順
。

１
特
別
委
員
会
当
た

り
の
年
間
開
催
日
数
の

平
均
は
５
・
３
日
。
行

政
視
察
を
含
め
た
年
間

活
動
日
数
の
平
均
は
５

・
９
日
。

予
算
特
別
委
員
会
の

設
置
は
３
２
５
市
（
４８

・
２
％
）
、
決
算
特
別

委
員
会
の
設
置
は
５
３

６
市
（
７９
・
６
％
）
、

そ
の
他
の
特
別
委
員
会

を
設
置
し
た
の
は
５
７

１
市
（
８４
・
８
％
）
。

◆
議
会
運
営
委
員
会

議
会
運
営
委
員
会
を
開
催
し
た

の
は
２
市
を
除
く
６
７
１
市
。
開

催
し
て
い
な
い
２
市
も
「
議
事
問

題
審
査
特
別
委
員
会
」
な
ど
同
種

の
委
員
会
を
設
置
し
て
い
る
。

開
催
日
数
の
平
均
は
、
会
期
中

が
１０
・
５
日
、
閉
会
中
が
８
・
０

日
。
行
政
視
察
を
含
め
た
年
間
活

動
日
数
の
平
均
は
２０
・
３
日
。

◆
全
員
協
議
会

全
員
協
議
会
を
開
催
し
た
の
は

５
６
１
市
で
全
体
の
８３
・
３
％
。

１
市
当
た
り
の
年
間
開
催
回
数
の

平
均
は
９
・
０
回
。
会
期
中
の
開

催
が
平
均
４
・
５
回
、
閉
会
中
が

平
均
４
・
４
回
。

年
間
開
催
回
数
の
平
均
を
人
口

段
階
別
に
見
る
と
、
最
多
は
「
５

万
未
満
」
の
１０
・
９
回
。
最
少
は

「
４０
〜
５０
万
」
の
２
・
６
回
。

新
た
に
誕
生
し
た
市

ほ
く
と

▽
北
斗
市
（
北
海
道
）

合
併
日

２
月
１
日

合
併
関
係
市
町
村

上
磯
町
、
大
野
町

議
員
定
数

４１
人
（
在
任
特
例
）

わ
じ
ま

▽
輪
島
市
（
石
川
県
）

合
併
日

２
月
１
日

合
併
関
係
市
町
村

輪
島
市
、
門
前
町

議
員
定
数

３４
人
（
在
任
特
例
）

編
入
合
併
し
た
市

▽
福
井
市
（
福
井
県
）

合
併
日

２
月
１
日

合
併
関
係
市
町
村

福
井
市
、
美
山
町
、
清
水
町
、

越
廼
村

議
員
定
数

３９
人
（
定
数
特
例
）

▽
豊
川
市
（
愛
知
県
）

合
併
日

２
月
１
日

合
併
関
係
市
町
村

豊
川
市
、
一
宮
町

議
員
定
数

３２
人

▼
議
長

▽
喜
多
方

猪
俣

慧
（
１
・
１６
）

▽
下
妻

山
�
洋
明
（
１
・
１７
）

▽
旭

鈴
木
正
道
（
１
・
１７
）

▼
副
議
長

▽
喜
多
方

物
江
和
一
（
１
・
１６
）

▽
下
妻

柴

孝
光
（
１
・
１７
）

▽
旭

�
木
武
雄
（
１
・
１７
）

▼
事
務
局
長

▽
喜
多
方

高
澤

嶽
（
１
・
１６
）

▽
２
月
１６
日

広
域
行
政
圏
市
議

会
協
議
会
�
正
副
会
長
・
監
事
・

相
談
役
会
議
（
午
前
１１
時
半
、

九
段
会
館
）・
総
会（
午
後
１

時
半
、同
）

▽
２
月
２０
日

社
会
文
教
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
前
１１

時
半
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委

員
会
（
午
後
１
時
、
同
）

▽
２
月
２０
日

国
会
対
策
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
前
１１

時
、
全
国
都
市
会
館
）・
委
員

会（
午
後
１
時
半
、
同
）

▽
２
月
２１
日

地
方
行
政
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
前
１１

時
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委
員

会
（
午
後
１
時
半
、
同
）

▽
２
月
２１
日

産
業
経
済
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
後
１

時
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委
員

会
（
午
後
２
時
、
同
）

▽
２
月
２２
日

建
設
運
輸
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
後
１

時
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委
員

会
（
午
後
２
時
、
同
）

▽
２
月
２３
日

地
方
財
政
委
員
会

�
正
副
委
員
長
会
議
（
午
前
１１

時
、
全
国
都
市
会
館
）
・
委
員

会
（
午
後
１
時
半
、
同
）

常任・特別委員会の設置状況等（平均）

特別委員会
全開催
日 数

５．０日

４．８日

５．４日

６．０日

６．３日

５．４日

６．８日

６．９日

５．３日

設置数

３．３
（２０６市）

３．１
（２０８市）

３．８
（１１８市）

３．６
（３５市）
４．２

（２８市）

４．６
（１９市）

５．５
（１７市）

６．０
（１３市）

３．５
（６４４市）

常任委員会
全開催
日 数

７．１日

７．０日

８．０日

１０．４日

１０．８日

１１．６日

１３．０日

１４．５日

８．２日

設置数

３．１

３．４

３．８

３．９

４．１

４．５

４．９

５．８

３．６

人口段階

５万未満
（２１１市）

５～１０万
（２２３市）

１０～２０万
（１２３市）

２０～３０万
（３９市）
３０～４０万
（２８市）

４０～５０万
（１９市）

５０万以上
（１７市）

指定都市
（１３市）

全 市
（６７３市）

全員協議会の開催状況

平均開催
回 数

１０．９回

９．１回

７．７回

７．２回

３．４回

２．６回

５．６回

３．０回

９．０回

開催した

１９４市
（９１．９％）
１９７市

（８８．３％）
９９市

（８０．４％）
２８市

（７１．７％）
１６市

（５７．１％）
１４市

（７３．６％）
１０市

（５８．８％）
３市

（２３．０％）
５６１市

（８３．３％）

人口段階

５万未満
（２１１市）
５～１０万
（２２３市）
１０～２０万
（１２３市）
２０～３０万
（３９市）
３０～４０万
（２８市）
４０～５０万
（１９市）
５０万以上
（１７市）
指定都市
（１３市）
全 市
（６７３市）

常
任
委
員
会
の
設
置
状
況
な
ど

本会調査

１６
年
市
議
会
活
動
実
態
・
概
要
�

前
号
に
引
き
続
き
、
全
国
市
議
会
議
長
会
が
平
成
１６
年
１２
月
３１
日

現
在
で
ま
と
め
た
「
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」
の

概
要
を
掲
載
し
ま
す
。
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